
電力ネットワークの次世代化

2022年12月27日
資源エネルギー庁

資料１



⚫ 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、電力の安定供給確保を大前提としつつ、
再エネの大量導入を見据えた電力ネットワークの次世代化を進めていくことが不可欠と
なっている。

⚫ このため、現在、全国大の送電網の将来の絵姿を示すマスタープランの策定やノンファー
ム型接続の拡大、系統運用の高度化等を進めている。

⚫ 本日は、次世代電力ネットワークの構築に向けた資金調達環境の整備と、ローカル系統
へのノンファーム型接続の適用について、御議論いただく。
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本日の御議論



１．次世代電力ネットワークの構築に向けた
資金調達環境の整備

２．ローカル系統へのノンファーム型接続の適用



⚫ 数兆円規模の系統整備に必要な資金調達環境の整備等を進めるため、2020年の法改正により、
再エネ賦課金等を系統整備費用に充てられる全国調整スキームを整備した。しかしながら、運転開
始前の資金調達の円滑化や完工遅延リスク対応が課題として残るため、以下の方向で対応予定。

⚫ ①全国調整スキームの適用期間を運転開始より前（着工時点）から適用

※適用の範囲は、事業の規模を考慮しつつ、例えば利息相当分などの将来的なコスト削減の効果が認められる費用を対象。

⚫ ②値差収益を原資に、電力広域機関が事業資金を貸付

※市場分断により生じる値差収益を充てることで、連系線整備を加速して分断解消を進めるため。

⚫ ③これらの対象となる系統は、電気の安定供給の確保の観点等から実施計画の円滑かつ確実な実
施が特に重要と認められるものとして、その実施計画を経済産業大臣が認定

※計画の認定が取消された場合、当該計画の実施事業者は交付金の全部又は一部を返還。

⚫ 加えて、大規模かつ類例の少ないプロジェクトの遅延・増額リスクを低減する仕組みとして、他インフラ
の例も参考に、債務保証等による国の関与の在り方等について、引き続き検討していく。

全国の託送料金
（価格低下※）

※安価な電力の広域流通

再エネ賦課金
（CO2削減）

全国負担

各地域負担各地域の託送料金
（安定供給）

運転開始前からの資金調達環境の整備運転開始以降の確実な費用回収

１．系統整備に必要な資金調達環境の整備

再エネ賦課金等

託送料金等

交付期間の拡充※

運転開始

従来の交付期間

広域機関による貸付

減価償却期間建設着工

※例えば利息分等を想定

・便益（3E）に応じた
財源で確実に費用回収
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（参考）市場値差の構造

⚫ 連系線混雑によって市場分断が起きると、分断されたエリア内で売買を成立させる処理
がなされるため、分断されたエリア間で値差が発生する。連系線制約に伴う市場分断と
いう構造的要因により自動的に発生するものであり、計画的な連系線の増強費用に充
てることで地域間値差の縮小を目指すことが目的とされている。

⚫ 現在は、地域間連系線とその増強に伴って一体的に発生する地内系統の増強の費用
に充てるための広域系統整備交付金として全国調整スキームの中で活用することとして
いる。

【前日スポット市場で分断が生じた場合の処理例】
例：エリアＡ価格:8円/kWh、エリアＢ価格:12円/kWh

発電
事業者

小売
事業者

エリアＡ エリアＢ

日本卸電力取引所
（ＪＥＰＸ）

8円/kWh受取 12円/kWh支払

差額となる4円/kWhはJEPXの値差として納付

電気の流れ

資金の流れ
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（参考）値差収益の流れ

＜卸電力市場等にて発生した値差収益の流れ（現行）＞

JEPX
市場
参加者

値差収益 納付
広域
機関

一般送配電
事業者等

交付

系統増強費用
として使用

（出所）第1回持続可能な電力システム構築小委員会（2019年11月8日）資料４より事務局作成

⚫ 値差収益は、地域間連系線の制約により構造的に発生する地域間の市場値差に由来
し、地域間値差の縮小に充てることが目的とされているから、その活用主体は我が国全体
の送配電網の整備に係る判断を適切に行うことができる広域機関が適切とされた。

⚫ このため、日本卸電力取引所（JEPX）において値差収益が発生した場合には、毎事業
年度、その金額を広域機関に納付することとし、広域機関が系統増強等の費用につい
て交付を行う仕組みとされている。
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（参考）マスタープランの策定

（出典）第21回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料1 地域間連系線および地内増強の全体イメージ（ベースシナリオ）より事務局作成

※（ ）は系統増強以外の施策として、電源側の立地の最適化等を行った場合の参考値

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】
約6.0～7.0兆円

【再エネ比率】
47%（50%）※

【出力制御率】
12%（7%）※

＜マスタープラン策定に向けた長期展望（案）＞

⚫ 再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、我が国の電力ネットワークを次世代化していく
必要がある。そのため、電力広域機関において、2050年カーボンニュートラルも見据えた、
広域連系系統のマスタープランを検討中であり、2022年度中に策定予定。

⚫ 一部系統については既に検討を開始しており、今後、マスタープランで示された将来的な
複数の増強方策も踏まえ、個別の系統整備計画について検討を進める。

北海道～東北～東京

（新設）

+600~800万kW

約2.5～3.4兆円

第47回 再エネ大量導入小委（2022年12月6日）資料1（一部修正）



１．次世代電力ネットワークの構築に向けた
資金調達環境の整備

２．ローカル系統へのノンファーム型接続の適用



⚫ 2021年1月には、空き容量の無い基幹系統以下に連系される電源について、また、
2022年4月には、空き容量の有無にかかわらず、受電電圧が基幹系統の電圧階級の
電源について、ノンファーム型接続の受付を開始した。

⚫ その後、2022年9月末までに、約4,400万kWの接続検討の申込み、約500万kW
の契約申込みが行われている。

⚫ 一方、ローカル系統におけるノンファーム型接続は、2023年4月1日に受付開始予定
であり、本日は、ローカル系統混雑時の制御方法及び平時からのローカル系統情報の
公開・開示について御議論いただく。

⚫ また、現在、一部エリアにおいてローカル系統へのノンファーム型接続適用の試行的取組
を進めている東京電力パワーグリッドから、その進捗状況について御報告いただく。
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２．ローカル系統へのノンファーム型接続の適用



基幹系統混雑 ローカル系統混雑 系統図

①適用
系統

②適用
電源

③制御
対象

①適用
系統

②適用
電源

③制御
対象

基幹系統
(上位2電圧)

ローカル
系統

※上位2電圧以外かつ
配電系統として扱われ

ない系統

配電系統
(高圧以上)

配電系統
(低圧)

④制御方法 再給電方式
再給電方式（一定の順序）の
出力制御順に基づく一律制御

（計画変更）

①適用系統：ノンファーム型接続の考え方をどの送変電設備に適用
するか

②適用電源：ノンファーム型接続の考え方をどの電源に適用するか

③制御対象：利用（出力制御）の考え方をどの電源に適用するか

④制御方法：平常時及び事故時において系統容量を超過した場
合に電源をどのように出力制御するか

基
幹
系
統

ロ
ー
カ
ル

系
統

2021.1

全
電
源

全
電
源

2022.4

2023.4

全
電
源

(調整電源活用)
2022.12

(一定の順序)
2023.12

10kW未満 10kW未満

（参考）適用系統・電源と制御対象・方法の整理

2023.4 2023.4

2023.12以降
必要に応じて拡大
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Ｌ Ｇ

配電用変電所

連系変電所

77,66kV
送電線

154,
110kV
送電線

連系変電所

上位２電圧送電線
（沖縄は132kV）

需要

33,22kV
送電線

高圧系統（6.6kV）

低圧系統（110V）

電源

基
幹
系
統

ロ
ー
カ
ル
系
統

配
電
系
統



（参考）エリア別・電源別のノンファーム型の接続検討・契約申込みの受付状況
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区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 87.0 294.0 448.1 7.0 1.0 3.0 6.0 0.8 31.0 0.0 877.8

風力(陸上) 21.0 411.2 7.6 0.0 0.0 10.0 11.0 3.6 52.0 0.0 516.4

風力(洋上) 310.0 675.2 1050.2 0.0 34.6 247.0 0.0 0.0 387.0 0.0 2704.0

バイオマス等 22.0 6.9 19.4 0.0 0.3 0.0 0.0 1.1 12.0 0.0 61.7

水力(揚水除く) 1.0 1.4 1.0 0.0 0.4 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 5.4

地熱 4.0 0.0 2.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 8.0

火力 0.0 0.0 79.1 0.0 0.0 61.0 0.0 0.0 0.0 0.0 140.1

その他 22.0 13.8 8.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 45.0

合計 467.0 1402.5 1615.6 7.0 37.3 321.0 17.0 7.1 484.0 0.0 4358.4

単位：万kW

注1 各一般送配電事業者の2022.9末データより資源エネルギー庁集計
注2 ノンファーム型接続の容量は、ノンファーム型接続適用エリアでの受付を集計
注3 端数処理により、合計値が合わない場合があります
注4 新規連系以外（発電設備リプレースに伴う出力増減、同容量取替等）の申込み、地点重複の申込みを含む
注5 2021年1月13日以降の受付の累計（東京電力パワーグリッド含む）

＜接続検討の受付状況＞

区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 11.0 181.2 107.5 4.0 0.3 0.0 10.0 1.8 7.0 0.0 322.8

風力(陸上) 23.0 32.9 5.0 0.0 2.5 0.0 5.0 0.0 23.0 0.0 91.4

風力(洋上) 0.0 50.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.0 0.0 63.5

バイオマス等 1.0 8.4 2.8 0.0 0.0 0.0 1.0 0.9 0.0 0.0 14.1

水力(揚水除く) 0.0 0.6 0.1 0.0 2.5 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 3.7

地熱 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 2.0

火力 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.0 0.0 0.0 0.0 7.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 36.0 273.6 115.4 4.0 5.3 0.0 23.0 3.2 44.0 0.0 504.5

＜契約申込みの受付状況＞ 単位：万kW



（１）制御方法（基幹系統混雑とローカル系統混雑の同時発生）

⚫ 2023年4月以降、ローカル系統においてノンファーム型接続の受付が開始されることから、
将来的に、基幹系統とローカル系統の双方で混雑が同時に発生する可能性がある。その
場合、どちらから先に混雑処理を行うか、あらかじめ整理しておく必要がある。

⚫ ローカル系統に接続する電源の出力制御は、ローカル系統の混雑のみならず、その上位
の基幹系統の混雑状況にも影響を与える。こうした中で、基幹系統の混雑処理を先に
行う場合、ローカル系統に接続する電源のローカル系統混雑に対する出力制御量が、
基幹系統の混雑状況次第で変動することになる。

⚫ このため、基幹系統の混雑状況によらず、ローカル系統の混雑状況に応じて効率的・効
果的に電源の出力制御を行う観点から、ローカル系統の混雑処理を先に行うこととし
てはどうか。

⚫ この場合、基本的には、電源の出力制御は、①ローカル系統の送電容量制約、②基幹
系統の送電容量制約、③エリア全体の需給バランス制約の順に行われることとなる。
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※なお、基幹系統と同様に、ローカル系統混雑時においても、以下の扱いとする。
• 出力制御を低減（追加制御回避）する観点から、N-1電制対象電源については、原則制御対象外とする。
• 混雑解消に効果の低い電源を先に制御する場合（例：ループ系統の場合）や、安定供給に支障が生じる可能性がある場合は、S+3Eを大前提
に一定の順序以外の方法で出力制御する。



（参考）出力制御ルール

⚫ 出力制御には、①エリア全体の需給バランスによるものと、②個別の送変電設備（基幹系統、ロー
カル系統）の容量によるものが存在。

①需給バランス制約（需給制約）
による出力制御

②送電容量制約（系統制約）による出力制御
（基幹系統） （ローカル系統）

出力制御
ルール

出力制御
の発生
イメージ

出力制御ルール
再給電方式（一定の順序）の
出力制御順に基づく一律制御

（計画変更）

電源

基幹系統の容量超過

出
力
制
御
順

ローカル系統の容量超過
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再給電方式（一定の順序）

出
力
制
御
順

①調整力(火力等)(電源Ⅰ)、火力等
(電源Ⅱ)の出力制御、揚水の揚水運転、
貯蔵装置の充電

②ノンファーム火力等(電源Ⅲ)の出力制御

③ファーム火力等(電源Ⅲ)の出力制御

④ノンファームバイオマス(専焼、地域資源
(出力制御困難なものを除く))の出力制御

⑤ノンファーム太陽光、風力の出力制御

⑥その他のノンファーム電源※の出力制御

※地域資源(出力制御困難なもの)及び長期固定電源

出
力
制
御
順

電源

基幹系統

ローカル系統

①調整力(火力等)(電源Ⅰ)、火力等
(電源Ⅱ)の出力制御、揚水の揚水運転、
貯蔵装置の充電

②ノンファーム火力等(電源Ⅲ)の出力制御

③ファーム火力等(電源Ⅲ)の出力制御

④ノンファームバイオマス(専焼、地域資源
(出力制御困難なものを除く))の出力制御

⑤ノンファーム太陽光、風力の出力制御

⑥その他のノンファーム電源※の出力制御

※地域資源(出力制御困難なもの)及び長期固定電源



（参考）制御対象・方法

⚫ 基幹系統においては、S+3Eを考慮したメリットオーダーによる混雑処理を実施する再給電方式が
行われる。一方、ローカル系統においては、第62回 広域系統整備委で検討が行われ、基幹系統
と異なる特徴を有している点を踏まえ、ノンファーム型接続適用電源（以降ノンファーム電源）のみ
を制御対象とする一律制御を基本としつつ、国と広域機関で連携して更に検討していくこととされた。

⚫ これを受けて、第45回 再エネ大量導入小委において、ローカル系統においても、調整電源（火力
等）が接続する系統では、基幹系統と同様、S＋3Eを考慮したメリットオーダーによる混雑処理を
行うことが適切であり、引き続き混雑処理方法を検討することとした。

⚫ そこで、基幹系統と比べて調整電源が少なく、再エネの接続が多いという固有の特徴を持つローカ
ル系統においても、S＋3Eを考慮したメリットオーダーによる混雑処理方法として、本小委員会で決
定した基幹系統の再給電方式（一定の順序）と同様の出力制御順、出力制御方法で制御す
ることを基本としてはどうか。

⚫ その上で、ノンファーム電源については、再給電方式による実需給断面での出力制御でなく、計画
断面での計画値変更による出力制御を採用した上で、ローカル系統及び配電系統（ただし、低
圧10kW未満除く）に接続する電源を制御対象とすることを基本としてはどうか。

13（出所）広域機関：2023年12月再給電方式（一定の順序）の導入について（2022年7月29日）一部修正

第46回 再エネ大量導入小委（2022年11月15日）資料2



（参考）ノンファーム電源の計画値変更による出力制御方法のイメージ

14（出所）広域機関：系統の接続ルールについて～ノンファーム型接続～（2022年7月5日更新）



（２）系統情報の公開・開示
⚫ ローカル系統にノンファーム型で接続する電源について、将来的な事業収益性を適切に評
価するためには、系統混雑による出力制御の予見可能性を高めることが重要となる。

⚫ 将来的な系統混雑を予測する上で必要となる潮流実績や予測潮流、送電線の投資計
画等の系統情報は、一般送配電事業者や広域機関が保有している。このため、発電事
業者等が系統混雑による出力制御のシミュレーションを行い、その精度を高めるためには、
これらの情報を適切に公開・開示していく必要がある。
※系統混雑の見通しについては、一般送配電事業者や広域機関によるシミュレーションの実施を求める声も
あるが、その必要性については、費用便益等の観点から、引き続き検討が必要。

⚫ よって、基幹系統に関する情報の公開・開示にならい、ローカル系統についても基幹系統
と同様の項目を公開・開示することを基本としてはどうか。

⚫ 具体的には、まず、公開する情報については、供給計画がないといったローカル系統固有
の特徴を踏まえ、例えば、空き容量算定方法における想定潮流を予想潮流とするなど、
次頁ページのように対応することとしてはどうか。

⚫ また、請求を受けて特定の事業者に開示する情報については、基幹系統と同様の項目と
することとしてはどうか。
※現状、66kV以上154kV未満の系統に接続する電源の具体的な系統構成上の立地は明らかにしないこ
ととしているが、基幹系統と同様に系統構成上の立地を明らかにする。

⚫ 更に、配電用変電所以下に接続する電源の情報については、費用便益等を鑑み、個別
電源ではなく、電源種別ごと（太陽光、風力、その他電源等）の合計容量を開示する
こととしてはどうか。
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（参考）ローカル系統における需要・送配電に関する情報の公開（例）
基幹系統の公開情報

（系統情報の公表の考え方より） ローカル系統固有の特徴を踏まえた対応（例）

項目 補足説明

地点別需要
・系統潮流
実績

変電所単位かつ
1時間単位の実績

• 系統側の電気所で計測対応済みの設備については、潮流実績を公開する。
また送電線の分岐箇所や末端側の電気所では、現状で潮流実績の計測対
応をしていないため、予想潮流が運用容量を超過した時点で、追加で当該
設備の計測対応をした上で、潮流実績を公開する。

系統構成・
予想潮流

1年度目及び5年
度目のみ

• ローカル系統は供給計画がないため新規に作成が必要となる中で、予見性
確保のために上り潮流最大断面が必要と考えられることから、ローカル系統で
は、空容量算定方法での想定潮流を予想潮流として公開する。

送電線の
投資・廃止
計画

10年間
• ローカル系統は供給計画がないため新規に作成が必要となる中で、ローカル
系統の増強計画を公表するものとして、レベニューキャップの事業計画書を活
用する。

送電線の
作業停止
計画

2年分の年間計画
と、1年分以上の
過去計画

• 基幹系統の作業停止計画については、将来２ヶ年分を公開しているが、
ローカル系統は基幹系統より将来分の変動要因が多いことから、一定の蓋然
性を確保した作業停止計画として、将来分は１ヶ年分の公開とする（過去
分は基幹系統と同様に過去１ヶ年分以上の公開）。

その他
ループ系統について
送変電設備のイン
ピーダンス

• 基幹系統での公開情報と同じ内容とする。
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（参考）供給力や各種市場の扱い（他委員会での状況報告）

⚫ ローカル系統にノンファーム型接続を適用するに際し、ノンファーム電源の接続を踏まえた
各電源の供給力や各市場での扱いについて、整理の方向性によっては結果的にノン
ファーム型接続の拡大を阻害する恐れがある。

⚫ 他方、系統混雑時に電源が十分な発電を行えず、必要な供給力確保などの目的が達
成できなくなることは、厳に避ける必要がある。

⚫ このため、ノンファーム電源の接続を踏まえた各電源の供給力や各市場での扱いについて
は、電ガ小委の下の制度検討作業部会や広域機関の委員会で検討を進めてきた。

⚫ その結果、容量市場については、ノンファーム電源も2027年度実需給向けの容量市場
メインオークションに参加可能とされた。また、需給調整市場についても、当面（2026年
度程度まで）の間、需給調整市場に参加可能と整理されている。
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（参考）容量市場に係る整理状況

18
第72回 制度検討作業部会（2022年11月30日）資料5



19

（参考）需給調整市場に係る整理状況

第73回制度検討作業部会（2022年12月21日）資料4


